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第４次北海道消費生活基本計画骨子案の考え方 
 

（第３次計画に掲げる施策の整理） 
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施策１ 消費者被害の救済                                                                　　  【第４次　○：継続　◎：新規、拡充　▲：変更　●：廃止】 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(1) 道による消費者被害の救済   
   

　◆道民からの消費生活相談に対して適切に対応 ○道立消費生活センターによる消費生活相談処理 ○消費生活のDX化が加速する中、消費者トラブル
　　し、被害の救済を図る ➢　 「消費者ホットライン188」の周知 　は多様化、複雑化していることから、消費生活
 ➢　 相談員の資質向上のための研修参加 　相談に適切に対応するためには、相談員のさら
　◆高度専門的な相談や多様な特性の相談者から ➢　 弁護士等からの助言による高度相談対応 　なる資質向上が必要 
　　の相談に適切に対応 ○警察本部による相談対応 ○高度、専門化する相談に適確に対応するため、
  　専門的見地からの助言や情報提供が必要 
　◆北海道消費者苦情処理委員会による被害救済 ○北海道消費者苦情処理委員会による消費者被害 ○近年、北海道消費者苦情処理委員会のあっせん 
　　及び多重債務対策に取組む 　の救済 　・調停に付された実績はないが、消費者苦情を

 　適切・迅速に処理し、公正な解決を図るための
 　取組が必要 
○多重債務対策の推進 ○道内の貸金業苦情相談窓口での相談件数は減少
➢　 貸金業相談員の配置 　傾向にあるが、依然として相当数あるとともに、
➢　 苦情相談専用フリーダイヤルの設置 　消費者金融からの借入を指南されて多額の借金
➢　 北海道多重債務者対策協議会の開催 　を抱えてしまったなどといった消費者トラブル

　の件数が増加傾向にあることから、引き続き多
　重債務対策の取組が必要 
 
◎国が検討している消費生活相談のDX化に係る新
　システムは、オンライン相談や消費者トラブル
　のFAQなど、消費者の利便性向上や自己解決支
　援に資する機能の他、相談員向けのFAQや音声
　入力など、相談対応の質の向上や相談員の負担
　軽減に資する機能の具備が検討されていること
　から、国と連携して新システムの整備を進める
　とともに、消費生活相談のDX化について、相談
　者の利便性につながるよう消費者への周知が必
　要

【指標項目】  
 ・「消費者ホットライン188」を知っていると答え ○道内の「消費者ホットライン188」の認知度は増
　 た消費者の割合 　加傾向にあるが、目標値に達しておらず、今後も
　（H30年度：27.9％→R6年度：70.0％） 　推移を測る必要がある 
 ・道の消費生活相談員研修参加割合 ▲相談員の研修参加は、毎年100.0%であることから、
　（H30年度：100.0％→毎年度：100.0％） 　消費者被害の防止、救済に向けた取組成果を測る

　ことができる適切な指標に変更（具体例：消費生
　活相談の解決割合） 
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                                                                                                            　    　   資料２  施策１ 消費者被害の救済（続き） 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(2) 市町村の消費生活相談処理に対する支援   
   

　◆地域相談体制の状況を適切に把握し、相談員 ○市町村の消費生活相談処理に対する支援 ○消費生活のDX化が加速し、消費者トラブルが多
　　等の資質向上に取組む ➢　 消費生活相談窓口調査を毎年度実施 　様化、複雑化している中、市町村において、道
 ➢　 広域的な体制整備に向けた必要な調整 　内の７割を超える消費生活相談に対応している

➢　◆市町村の処理への助言や情報提供により市町 　 市町村の相談員等の資質向上のための経験別 　ことから、相談者の居住地にかかわらず、同様
　　村の相談処理を支援 　　・地域別研修の開催 　のサービスを受けられるようにするため、市町
 ➢　 相談員を市町村に派遣し、現地研修 　村の消費生活相談処理に対する継続的な支援が

➢　◆資格取得を支援し、人材情報を提供する等相 　 市町村の消費生活相談及びあっせんに助言等 　必要 
　　談員の担い手確保に努める 　　を行う指定消費生活相談員の配置 

➢　 地域別担当相談員の配置と市町村専用電話の
　　設置 
➢　 市町村からの経由相談への対応 
➢　 消費者行政メーリングリストによる情報交換 
➢　 消費生活相談員資格の取得を支援する講座を

　　開催 
➢　 市町村に人材情報を提供する消費生活相談員

　　人材バンクの整備 

【指標項目】  
 ・消費生活センター人口カバー率 ●消費生活センター人口カバー率は、90％を超えて
　（H30年度：83.2％→R6年度：90.0％） 　おり（R4年度：91.6％）、今後、大きな変動は見
  　込まれないことから、指標とする必要性はない 
 ・消費生活相談員資格保有率 ○消費生活相談員資格保有率は、目標値に達してお
　（H30年度：43.1％→R6年度：60.0％） 　らず今後も推移を測る必要がある 
 ・市町村の消費生活相談員一人当たり平均研修参 ○市町村の消費生活相談員及び市町村職員一人当た
　 加回数（H29年度：3.35回→R6年度：3.5回） 　りの平均研修参加回数は、目標値に達しておらず
 ・市町村職員一人当たりの平均研修参加回数 　今後も推移を測る必要がある 
　（H29年度：0.63回→R6年度：1.0回）  
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                                                                                                            　    　   資料２   
施策２ 消費者教育の推進 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(1) 消費者教育の推進   
   

　◆成年年齢の引下げ等に対応し、学校での消費 ○学校における消費者教育 ○令和４年に成年年齢が１８歳に引き下げられ、
　　者教育を強化・充実 ➢　 「社会への扉」を活用した授業の実施 　現状において相談件数に目立った変化は見られ
 ➢　 関係機関と連携した消費者教育の実施 　ないが、若年者は「知識や経験の不足」に起因

➢　◆消費者の特性に応じた効果的・体系的な消費 　 学校訪問講座の開催 　するぜい弱性を抱えている。将来を見据えた早
　　者教育を推進  　い段階での消費者教育が重要であり、学校にお
  　ける消費者教育を継続し、可能な限り被害を抑
　◆消費者教育のコーディネート機能を確保し担  　制することが必要 
　　い手の育成・確保に努める ○地域における消費者教育 ○地域において、誰もが消費者教育を受けられる
 ➢　 市町村、地域消費者協会等と連携した各種セ 　よう、消費者教育の機会や情報の提供のほか、
 　　ミナー（くらしの安全・安心セミナー、高齢 　消費者のライフステージに応じた消費者教育の
 　　者消費者被害防止セミナー等）の開催 　実践が必要 
 ➢　 市町村における消費者教育推進地域協議会の ◎DX化の進展に伴い、高齢者によるデジタルの活
 　　設置や消費者教育推進計画の策定支援 　用も広がってきていることから、不慣れな高齢
  　者がトラブルを回避し、賢く利用するための講

 　座の提供が必要 
○職域における消費者教育 ○事業者による従業員への消費者教育は、健全な
➢　 研修等に活用できる出前講座の実施 　市場の形成につながり、消費者の安全・安心の

 　確保という観点からも重要であることから、研
 　修等に活用できる出前講座等の支援が必要 
○消費者教育の担い手の育成 ○成年年齢の引下げなど消費者の多様化に応じた
➣　 教職員等を対象とした消費者教育サポートセ 　消費者教育の担い手の育成が必要 

　　ミナーの開催  
➢　 道内各地の消費者被害防止ネットワークを活  

　　用した啓発員養成セミナーの開催  
➢　 消費生活リーダー養成講座の開催  

 
◎カスタマーハラスメントの問題が近年増加して
　おり、消費者と事業者の協働による取組が必要

【指標項目】  
 ・「社会への扉」等を利用した授業実施学校割合 ●「社会への扉」等を利用した授業実施学校割合は
　（H30年度：100％→R6年度：100％） 　毎年100%であるため、数値目標は設定しない 
 ・関係機関と連携した消費者教育実施学校割合 ○関連機関と連携した消費者教育実施学校割合は、
　（H30年度：64.8％→R6年度：70％） 　目標値に達しておらず、今後も推移を測る必要が
 　ある 
 ・高齢者被害者支援セミナー開催回数 ●高齢者被害者支援セミナー開催は、取組を継続す
　（H30年度：10回→R6年度：10回） 　る必要はあるが、回数に数値目標を設定する必要

　性はない
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                                                                                                            　    　   資料２   
施策２ 消費者教育の推進（続き）                                                                                                        

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(2) 消費生活に関する啓発・情報提供   
   

　◆新たな取引・トラブル等最新の情報を様々な ○消費者への啓発・情報提供の充実 ○消費者トラブルが多様化、複雑化している中、
　　媒体・手法で提供・啓発 ➢　 メールマガジン「消費者ほっとメール」 　高齢化、成年年齢引下げなどぜい弱な消費者が
 ➢　 道立消費生活センター広報誌「きらめっく」 　増加しているため、消費者の特性にきめ細かく
　◆消費者の特性にきめ細かく配慮した情報提供 　　発行 　配慮した媒体・手法を活用し、最新の情報によ
　　・啓発に努める ➢　 道民ホールにおける消費生活展の開催 　る啓発・情報共有が必要 
 ➢　 消費者啓発用のパネルやDVDの貸し出し ○市町村等における消費者教育を支援するため、

➢　◆市町村等における消費者教育を支援するため 　 道立消費生活センターのホームページに様々 　密接な情報共有が必要 
　　の連携強化に取組む 　　な情報を掲載 ◎消費生活のDX化が加速し、次々と新たなトラブ

➢　 道のホームページに悪質商法事例に関する注 　ルも生まれることから、SNSやホームページを
　　意喚起情報や若者向けの情報を掲載 　活用した最新のトラブル事例の随時提供や、DX
➢　 若年者向けリーフレットの作成・配布 　に不慣れな高齢者がトラブルを回避し、賢く利
➢　 消費者行政メーリングリストによる市町村等 　用するためのリーフレットの配布など、急速な

　　との情報交換 　DX化に対応した啓発・情報提供が必要

【指標項目】  
 ・メールマガジン「消費者ほっとメール」登録者数 ●メールマガジンの登録は、個人の意向によるとこ
　（H30年度：1,065人→R6年度：1,500人） 　ろが大きく、最近は、SNSが多くの世代で普及し
 　ていることから、登録者数を指標とする必要性は
 　低い　 
 ・センターニュース「きらめっく」発行 ●「きらめっく」の発行は、隔月で年6回発行して
　（H30年度：6回→毎年度：6回） 　おり、取組として継続するが、広報誌に限らず様
 　々な媒体・手法を活用するため、数値目標は設定
 　しない。 
 ◎代替となる指標として、消費者への啓発・情報
 　提供の取組成果を図ることができる適切な指標
 　に変更（具体例：道立消費生活センター利用者

　数） 
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                                                                                                            　    　   資料２   
施策２ 消費者教育の推進（続き）                                                                                                        

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(3) 消費者市民社会の形成   
   

　◆エシカル消費の理解促進等SDGs達成に貢献す ○エシカル消費の理解の促進 ○食品ロス削減やエシカル消費など、持続可能な
　　る消費行動を促進 ➢　 エシカル消費に関する消費者教育講座、フォ 　社会実現に向けた気運が高まりつつあることか
 　　ーラム等の開催 　ら、消費者市民社会の形成を目指し、エシカル

➢　◆食品ロス・食品廃棄物の削減に向けた消費者 　 エシカル消費に関連する展示やイベント等で 　消費の理解促進、食品ロス削減、３Ｒの推進と
　　の理解促進を図る 　　の普及啓発活動の実施 　いった取組の継続が必要 
 ➢　 啓発資材の作成・提供  

➢　◆３Ｒに関する普及啓発など環境問題に関する 　 道のホームページにエシカル消費に関するペ  
　　消費者教育を推進 　　ージを開設  

  
○食品ロス・食品廃棄物の削減  
➢　 「どさんこ愛食食べきり運動」の推進  

  
○３Ｒの推進と環境教育  
➢　 国の「３Ｒ推進月間」などにおける各種イベ  

　　ントの開催  
➢　 ３Ｒハンドブックの作成・配布  
➢　 環境問題に関する学習会等への講師派遣  

 
◎SDGsやエシカル消費への関心が高い傾向にある
　若年者による主体的な取組も広がってきている
　ことから、学校等消費者教育の機会を活用し、
　優良な取組事例を情報提供するなど、消費者市
　民社会の形成に参画する消費者の育成を一層推進 

【指標項目】  
 ・「エシカル消費」の言葉及び内容を知っていると ○「エシカル消費」の言葉及び内容を知っていると
　 回答した消費者の割合 　 回答した消費者の割合は、徐々に増加している
  （H30年度：8.6％→R6年度：50.0％） 　ものの、目標値に達しておらず、今後も推移を測
 　る必要がある
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                                                                                                            　    　   資料２  施策３ 見守りネットワークの推進と消費者団体との連携 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(1) 地域における消費者被害防止に向けた   
　連携体制の構築   

   
　◆地域消費者被害防止ネットワークの新規設立 ○地域消費者被害防止ネットワークの新規構築の支援 ◎高齢化が進展し、高齢障がい者も増加している
　　に向けた支援 ➢　 地域版ネットワークの設立に向けた市町村へ 　中、消費者トラブルは多様化、複雑化している
 　　の働きかけ 　ことから、こうした方々の消費者被害の早期発
　◆既存のネットワーク活動の活性化や法律上の 　　（H30年度：69地域→R6年度：71地域） 　見、未然防止のため、地域における見守りネッ
　　組織への移行を促進  　トワークの設立支援や活動の活性化など、さら
 ○地域消費者被害防止ネットワーク活動の維持・強化 　なる取組の継続が必要 
　◆見守り活動のための地域の連携関係の構築に  
　　向けた支援 ○地域における連携体制の構築 

➢　 地域消費者被害防止ネットワーク活動実態調
　　査の実施 
➢　 北海道消費生活被害防止ネットワークニュース 

　　の発行 

【指標項目】  
 ・地域消費者被害防止ネットワークに関する活動 ●活動状況実態調査は、年１回以上実施することと
　 状況実態調査の実施回数 　して、回数に数値目標を設定する必要性はない 
　（H30年度：0回→毎年度：1回）  
 ・地域消費者被害防止ネットワーク市町村人口 ○市町村人口カバー率は、目標値に達しておらず、
　 カバー率（H30年度：86.8％→R5年度：90.0％） 　今後も推移を測る必要がある 
 ・北海道消費者被害防止ネットワークニュース ●ネットワークニュースは、年6回の発行を継続す
　 発行回数（H30年度：6回→毎年度：6回） 　るが、数値目標は設定しない。 
 ・地域消費者被害防止ネットワーク活動休止組織数 ○活動休止の解消に向けて、活動再開に向けた働き
  （H30年度：12団体→R6年度：0団体） 　かけや支援を継続すべきであり、目標値に達して

　おらず、今後も推移を測る必要がある。 
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                                                                                                            　    　   資料２  施策３ 見守りネットワークの推進と消費者団体との連携（続き）                                                                      

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(2) 消費者意見の反映及び消費者団体との連携   
　・活動促進   
 ○消費生活モニターへの意識調査、意見聴取 ○道民の消費生活に関する施策への反映に資する

➢　◆消費生活モニター等を活用した消費者意見聴 　 消費生活モニターアンケート調査の実施 　ため、地域の消費者等から消費生活モニターや
　　取と施策への反映に努める ➢　 モニター通信紙による随時の意見聴取 　地域協議会の開催等により意見を聴取する取組
 ○消費生活地域協議会の開催 　の継続が必要 
　◆ＬＰガスや石油製品の流通における消費者意 　　R3（石狩、胆振、根室、宗谷）  
　　見聴取や理解促進に努める     R4（日高、渡島、十勝、上川）  
     R5（後志、檜山、オホーツク、留萌）  
　◆消費者団体活動の活性化及び消費生活協同組合   
　　の促進に努める ○液化石油ガス及び灯油に関する消費者意見の聴  

　取及び情報共有等  
  

○消費者団体の活動の促進 ○道内各地で活動する消費者団体は、地域の消費
➢　 一般社団法人北海道消費者協会との連携 　者トラブルの解決に貢献しているため、団体の
➢　 消費生活リーダー養成講座の開催 　活動が活性化するよう、取組の継続が必要 
➢　 適格消費者団体との定期的な情報交換  

  
○消費生活協同組合の活動の促進 ○消費生活協同組合の組合活動の適正化や、消費
➢　 消費生活協同組合法に基づく調査等 　者利益の擁護・増進を図るため、活動を促進す
➢　 消費生活協同組合が行う消費者運動などへの 　る取組の継続が必要

　　必要な助言と連携

【指標項目】  
 ・消費生活モニターアンケート調査の実施回数 ●モニターアンケート調査は、年１回以上実施して
 （H30年度：１回→毎年度：２回） 　おり、目標を設定する必要性はない 
 ・消費生活地域協議会の開催回数 ●地域協議会は、毎年、道内を４つのブロックに分
 （H30年度：３回→R6年度：４回） 　けて年４回開催しており、数値目標を設定する必
 　要性はない 
 ◎代替となる指標として、消費者意見の反映・消

　費者団体との連携等の取組成果を図ることがで
　きる適切な指標に変更（具体例：消費生活リー
　ダー養成講座の参加者数）
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                                                                                                            　    　   資料２  施策４ 公正な消費者取引の確保 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(1) 商品等の表示等の適正化   
   

　◆食品表示に関する法令の遵守状況を監視し、 ○食品表示の適正化の推進 ○食品表示法、景品表示法に基づく行政措置の件
　　法を厳正・適正に執行 ➢　 食品表示110番による疑義事案の受付け 　数はH30年度に比べて減少したが、依然として
 ➢　 表示実態調査の実施 　疑義事案の発生は後を絶たないことから、引き

➢　◆景品表示法を適切に執行し、事業者の法令遵 　 消費生活モニターによる監視 　続き法令の遵守状況の監視や規格・表示等に関
　　守の取組を支援 ➢　 食品表示法に基づく行政調査・行政措置 　する法令の厳正な執行といった取組が必要 
 ○不当表示に対する監視と行政措置  

➢　◆計量法や家庭用品品質表示法等の執行により 　 景品表示法に基づく行政調査・行政措置  
　　表示等の適正化を図る ○計量・品質表示に関する法令の厳正な執行  

  
○事業者の適正表示に向けた取組への支援 ○事業者の適正な表示に向けて、事業者が法制度
➢　 景品表示ホットラインによる相談対応 　を正しく理解し、自主的な法令遵守が行われる
➢　 食品表示制度セミナー（食の安全安心セミナ   よう、引き続き事業者への取組支援が必要 

　　ー）の開催

【指標項目】　　　　　　― ―

(2) 消費者取引等の適正化   
   

　◆特定商取引法及び消費生活条例を厳正に執行 ○特定商取引法や消費生活条例（不当な取引方法 ○特定商取引法及び消費生活条例に基づく行政措
　　し、取引の適正化に努める 　の禁止）等の厳正な執行 　置の件数はH30年度に比べて減少したが、依然
 ➢　 特定商取引法及び消費生活条例に基づく行政 　として消費者トラブルは後を絶たず、態様が多
　◆適格消費者団体への情報提供等の支援や関係 　　調査・行政措置 　様化、複雑化していることから、関係法令や条
　　機関等との連携に努める ➢　 行政措置情報を市町村等関係機関に情報提供 　例の厳正な執行といった取組が必要 
 ○貸金業法に基づく事業者等への指導監督等 　また、地域における消費者被害の救済や未然防
　◆貸金業を営む者に対し、貸金業法に基づき適 ○宅地建物取引業法に基づく事業者への指導監督等 　止の取組を支援するため、市町村等関係機関へ
　　切に指導監督を行う ○架空請求・不当請求等 　の情報提供が必要 

➢  架空請求・不当請求案件に係る消費生活条例  
　　に基づく重大被害防止措置の実施  

  
○適格消費者団体に対する支援 ○適格消費者団体がその役割を果たすことができ
➢　 適格消費者団体への情報提供 　るよう、引き続き、情報提供等の支援や関係機

　関等との連携に努めることが必要

【指標項目】　　　　　　― ―
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                                                                                                            　    　   資料２  施策５ 消費者の安全・安心の確保 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(1) 消費者事故情報の収集・共有・周知   
   

　◆消費者事故情報の収集・伝達・共有、消費者 ○消費者事故情報の収集及び情報共有 ○消費者を消費者事故から守るとともに被害拡大
　　への情報提供を適切に行う ➢　 全国消費生活情報ネットワークシステムによ 　を防止するため、引き続き消費者事故情報の収
 　　る情報収集 　集、共有、周知、迅速な国への通知、消費者へ
　◆商品テストの実施や危害防止措置を行い、 ○重大事故情報の集約と国への情報伝達   の速やかな情報提供などの取組が必要 
　　被害の未然防止を図る ➢　 庁内各部局からの重大事故情報の集約と、消  
 　　費者安全法に基づく国への通知  
　◆緊急事態に対しては、庁内関係部局で連携の ○消費者事故情報の周知  

➢　　上、迅速・適切に対応 　 消費者行政メーリングリストによる市町村等  
　　への情報発信  
➢　 道のホームページに消費者庁が公表している  

　　情報を掲載  
  

○商品テストによる消費者被害の未然防止 ○商品の安全性や性能に関する相談件数、商品テ
➢　 道立消費生活センターによる商品の安全性や 　ストの実施件数はH30年度に比べると減少した

　　性能に関する相談の受付け 　が、依然として相当数あることから、引き続き
➢　 道立消費生活センターによる商品テストの実 　取り組むとともに、消費者安全法など関係法令

　　施と、その結果の公表 　・条例に基づく危害防止のための行政措置が必
○危害の防止のための行政措置 　要 
➢　 消費生活用品製品安全法、消費者安全法及び  

　　消費生活条例（危害の防止）に基づく行政措置  
  

○緊急事態への対処 ○商品又は役務による緊急事態発生時には、引き
➢　 商品又は役務による緊急事態発生時に庁内関 　続き庁内関係部局で連携した対応が必要

　　係部局で連携して対応 

【指標項目】　　　　　　― ―
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施策５ 消費者の安全・安心の確保（続き） 

第３次計画の施策展開の方向 具体的取組 第４次計画の考え方

(2) 食品の安全性の確保   
   

　◆食品衛生法に基づく監視指導等による衛生危害 ○食品衛生法に基づく監視指導 ○道民の関心が高い食品の安全性を確保するため
　　の発生防止に努める ➢　 食品関係施設の監視指導や食品検査 　には、引き続き関係法令に基づく各種施策の実
 ➢　 北海道HACCP自主衛生管理認証制度の導入促進 　施とともに、道民から受理した通報の一元管理、
　◆食品表示制度の啓発に取組、通報を一元的に  　情報共有化が必要
　　管理し適切に対応 ○食品表示制度に関する普及啓発 
 ○食の安全・安心に係る通報への対応 

➢　◆食の安全・安心についての理解を深める取組 　 道の関係部局が受理した通報を一元管理、情
　　を行う 　　報共有し、四半期毎にホームページで公表 

    （食品表示110番、食品安全相談ダイヤル、保健所窓口） 
○食品トレーサビリティ制度の導入促進 
➢　 パンフレット配布や道のホームページで周知 
➢　 国と連携した飲食店等の巡回調査 

 
○食の安全に関するリスクコミュニケーションの充実 
➢　 関係機関・団体と連携した意見交換会の実施

【指標項目】  
 ・食品衛生監視指導計画に基づく立入検査実施率 ●立入検査は、食品衛生法に基づき策定された指導
  （H30年度：113％→毎年度：100％） 　計画に基づいて実施されているため、実施率を本
 　計画の指標とする必要性は低い 
 ・北海道HACCP自主衛生管理認証制度による認証施設数 ●認証施設数は、H30年度から着実に増加し、目標
  （H30年度：226施設→R6年度：420施設） 　値の達成が目前であることから、次期計画の指標

　とする必要性は低い

(3) 価格安定対策   
   

　◆消費生活モニターによる価格監視を行い消費 ○物価動向等の監視と情報提供 ○物価動向は、海外経済や季節など様々な事情の
　　者への情報提供に努める ➢　 消費生活モニターによる物価動向や需給状況 　影響を受けて変動することから、動向を的確に
 　　を毎月調査し、その結果を公表 　把握するため、調査が必要 
　◆災害発生時において価格動向等を迅速に調査   
　　し不安の払拭に努める ○災害発生時における情報提供等 ○災害発生時や年末年始においては、物価が高騰
 ➢　 生活必需物資の緊急価格調査の実施 　するおそれがあることから、引き続き迅速に価
　◆年末年始の需給や価格動向を調査し価格安定  　格動向を調査し、道民の不安の払拭や、価格安
　　等を図る ○年末年始の物価等対策 　定を図るための取組が必要

➢　 消費生活安定会議で年末年始の物価及び庁内
　　部局の取組を取りまとめ、業界団体に協力を要請

【指標項目】  
 ・価格動向調査実施回数 ●価格動向調査は、計画で毎月実施としており、目
 （H30年度：12回→毎年度：12回） 　標を設定する必要性はない 
 ・年末年始における物価等対策 ●年末年始における物価等対策は、計画で実施する
 （H30年度：1回→毎年度：1回） 　こととしており、目標を設定する必要性はない

                                                                                                            　    　   資料２  


